
 1

平成２８年（ワ）第      号 

原  告  柳 田  辰 雄 

被  告  国立大学法人東京大学  

 

証 拠 説 明 書 (１)  

２０１６年 ７月２５日 

 

東京地方裁判所民事部  御中 

 

原告訴訟代理人弁護士 柳 原  敏 夫   

 

１、書証（甲１～３８） 

甲号証 
標     目 

(原本・写の別) 

作 成 

年月日 
作成者 立 証 趣 旨 備考 

１ 陳述書 原 2016.6. 原告 第１、略歴  

第２、東京大学柏キャンパスと本

件学融合  

１、柏キャンパスと新領域創成科

学研究科の組織  

２、新領域創成科学研究科におけ

る学融合  

３、原告の学融合への取組み  

４、国際政策協調学分野廃止が原

告の学融合にとって与えた影響 

第３、国際政策協調学の後任人事

２、2004年４月以降2006年３月ま

での取組み（大講座時代）  

３、2006年４月から2009年３月ま

での取組み（専攻時代）  

４、2008年４月～2010年４月まで

の取組み  

第３、本件分野変更の手続の違法

２、国際政策協調学分野を社会的

意思決定分野に分野変更して教授

を選任する手続きの違法 

３、関連手続（開発技術政策学分

野を開発政策学分野に分野変更し

て、教授を選任する手続）の違法

４、前訴の判決の事実認定  

第４、最後に――裁判所に訴えた

いこと――  

 

２ 経過年表 写 2016.6. 原告 本訴の事実関係を時系列に示した  

３     新領域創成科学研究科

の紹介ホームページ 

写  被告 新領域創成科学研究科における学

融合について述べたもの。 
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４ 文科省に提出した「国

際協力学専攻の目的と

研究体制」と題する書

面 

写 2004.10 原告 文科省に報告するため、原告の学

融合の研究の状況について述べた

もの。 

 

５ 陳述書（関連訴訟〔東

京地裁平成24年(ワ)第

4734号事件〕に証拠と

して提出） 

原 2013.12.
2 

高木 保興 ２００２年１２月、国際環境基盤

学大講座の公募人事について、大

講座内部の手続（発議に至るまで

の分野選定と公募開始後の最終候

補者１名決定）を内規として制定

した経緯について。 

 

６の 

１～２ 

国際協力学専攻の基幹

専攻会議宛の電子メー

ルと添付ファイル 

写 2008.6. 
11 

原告 大講座時代に全員一致が得られず

否決されていた国際政策協調学分

野の公募人事の再開を後任人事の

選考手続に従って基幹専攻会議に

提案。 

 

７の 

１～３ 

平成21年度第３回学術

経営委員会議事要旨 
 

資料１４～１５（分野

選定委員会設置(案)・教

授選考委員会設置(案)） 

写 2009.5. 
13 

学 術 経 営

委員会 

新領域創成科学研究科の学術経営

委員会の左記の会議で、 

(1)、開発技術政策学分野の平成22

年３月末定年退職吉田恒和教授の

後任人事のため分野選定委員会の

設置案（資料１４）が提出され、

承認。 

(2)、国際政策協調学分野の後任人

事のため教授選考委員会の設置案

（資料１５）が提出され、承認。 

 

８の 

１～２     

国際協力学専攻の教員

宛の電子メールと添付

ファイル 

写 2009.9. 
18 

原告 国際協力学専攻の教員に対し、国

際政策協調学分野の後任教授ポス

トの協力を要請した。 

 

９の 

１～２ 

平成21年度第１２回国

際協力学専攻基幹専攻

会議 議事録 

臨時拡大専攻会議 議

事メモ 

写 2009.10.
8 

 

同 9.29 

国 際 協 力

学専攻 

10月8日及び9月29日の会議で、開

発技術政策学分野でも国際政策協

調学分野でも、分野変更の発議に

ついて議題も議論もなかったこ

と。 

 

１０ 「山影進 総合文化研

究科科長との懇談会 

資料」と題する書面 

写 2009.10. 
26 

原告 2009年10月26日、原告が駒場の山

影総合文化研究科科長に会い、国

際政策協調学分野の後任教授ポス

トの協力の要請をしたこと。 

 

１１ 欠番      

１２    原告を含む教授選考委

員会の委員宛の電子

メール 

写 2009.10. 
27 

(当時)専攻

長  國島正

彦 

11月11日に、国際政策協調学分野

の教授ポストについて、人事選考

委員会を開催する旨の連絡。 

 

１３ 平成21年度第１３回学

術経営委員会議事要旨 

写 2009.11. 
11 

学 術 経 営

委員会 

当日開催の会議で、国際協力学専

攻の２つの講座の議題がなかった 
 

１４の

１～３ 

平成21年度第１４回学

術経営委員会議事要旨 

写 2009.11. 
25 

学 術 経 営

委員会 

当日の会議に、 

(1)、開発技術政策学分野の分野選

定委員会が11月11日に開催され、
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資料６～７（分野選定

委員会審議結果報告

書・分野選定委員会設

置(案)） 

資料６は 

分 野 選 定

委員会 

定委員会が11月11日に開催され、

同分野を開発政策学分野に分野変

更することの審議、決定があった

という報告書（資料６）が提出さ

れ、第１回目の承認。 

(2)、国際政策協調学分野の後任人

事のため人事選定委員会設置案

（資料７）が提出され、承認。 

１５の 

１～２ 

「学問の自由と文部行

政権」（「大学の自治

と学生の地位Ⅰ」所

収） 

写 1967. 山崎真秀 分野変更を含む講座や学科目の設

置・廃止や組織編制が、大学の目

的の実現－－研究・教育の具体的

な展開－－を保障する方法とし

て、当然、『大学の自治』に固有

な属性であること。 

 

１６   欠番  .    

１７ 平成21年度拡大専攻会

議/基幹専攻会議議事録 

写 2009.11. 
12 

国 際 協 力

学専攻 

当日の会議で、国際政策協調学分

野の分野変更の発議について議題

も議論もなかったこと。 

 

１８の

１～３ 

平成21年度第１５回学

術経営委員会議事要旨 
 

資料６～７（教授選考

委員会設置(案)・分野選

考審議結果報告書） 

写 2009.12.
9 

学 術 経 営

委員会。 

資料７は 

分 野 選 定

委員会 

当日の会議に、 

(1)、開発技術政策学分野の分野選

定委員会が、同分野を開発政策学

分野に分野変更することの審議、

決定があったという報告書の第２

回目の承認あり。 

この承認を受け、分野変更された

国際政策学分野の人事のため人事

選定委員会設置案（資料６）が提

出され、承認。 

(2)、国際政策協調学分野の分野選

定委員会が11月25日に開催され、

同分野を社会的意思決定分野に分

野変更することの審議、決定が

あったという報告書（資料７）が

提出され、第１回目の承認。 

 

１９ 平成21年度第１４回国

際・拡大/基幹専攻会議

議事録 

写 2009.12. 
10 

国 際 協 力

学専攻 

当日の会議で、国際政策学分野も

社会的意思決定分野も公募につい

て議題も議論もなかったこと。 

 

２０の

１～３   

平成21年度第１６回学

術経営委員会議事要旨 

資料３～４（分野選定

審議結果報告書・教授

選考委員会設置(案)） 

写 2009.12. 
24 

学 術 経 営

委員会。 

資料３は 

分 野 選 定

委員会 
 

当日の会議に、 

国際政策協調学分野の分野選定委

員会が、同分野を社会的意思決定

分野に分野変更することの審議、

決定があったという報告書の第２

回目の承認あり。 

この承認を受け、分野変更された

社会的意思決定分野の人事のため

人事選定委員会設置案（資料４）
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が提出され、承認。 

２１の

１～２ 

新領域創成科学研究科

広報室宛の電子メール

と添付ファイル 

写 2009.12. 
25 

吉田恒昭 

中山幹康 

研 究 室 秘

書 佐 藤 純

子 

国際政策学分野と社会的意思決定

分野で公募を開始する旨の原稿を

東京大学のホームページで掲載す

るという連絡。 

 

２２ 国際協力学専攻の教員

宛の電子メール 

写 2010.1. 
18 

原告 国際政策学分野と社会的意思決定

分野の人事手続が内規を遵守して

いるかどうか検証を求めたもの。 

 

２３ 原告ほか国際協力学専

攻の教授宛の電子メー

ル 

写 2010.1. 
29 

(当時)専攻

長  國島正

彦 

２月１８日午前１０時から１２時

までの教授懇談会開催の通知。 
 

２４の

１～２   

専攻長國島正彦宛の電

子メール 

写 2010.2.3 
同  2.9 

原告 駒場の会議のため上記教授懇談会

に出席できないの旨の連絡（甲２

４の１）と、会の日程変更を依頼

した（甲２４の２）。 

 

２５ 平成21年度第１６回国

際・拡大/基幹専攻会議

議事録（案） 

写 2010.2. 
18 

国 際 協 力

学専攻 

高木ルール承継問題も含め、本件

教員選考の進め方について結論が

出ず、次回に持ち越したこと。 

 

２６ 平成21年度第１７回国

際・拡大/基幹専攻会議

議事録（案） 

写 2010.3. 
11 

同上 本件教員選考の進め方について、

専攻長提案を承認したこと（同議

事録に記載されてないが、従来の

やり方である全会一致ではなく、

多数決で決定した）。 

 

２７ 平成22年度第２回環境

学研究系専攻長会議事

議事録（案） 

写 2010.4. 
14 

専 攻 長 会

議 

当日の会議で、国際協力学専攻長

（山路永司）から、開発政策学分

野と社会的意思決定分野の教授人

事が「引き続き選考中である」と

報告されたこと。 

 

２８ 
 

原告ほか国際協力学専

攻の教授宛の電子メー

ル 

写 2010.4. 
28 14:02 

(当時)専攻

長  山 路

永司 

原告の選考委員解任を審議決定す

る教授懇談会の招集メール。 

(1)、送信日時が当日の開催の２８

分前だったこと。 

(2)、議題に原告の選考委員解任の

記載がないこと。 

 

２９ 
      

原告ほか国際協力学専

攻の教授宛の電子メー

ル 

写 2010.4. 
29 

同上 前日の教授懇談会の報告。 

単に「選考委員の交代」と記載さ

れているだけで、原告が解任され

た記載はないこと。 

 

３０の

１～２ 

平成22年度第３回学術

経営委員会議事要旨 

資料８（教授選考委員

交代(案)） 

写 2010.5. 
12 

学 術 経 営

委員会。 

資 料 ８ は

教 授 選 考

委員会 

当日の会議に原告の教授選考委員

解任案が承認された。 
 

３１の

１～２ 

平成22年度第１２回学

術経営委員会議事要旨 

写 2012.10. 
20 

学 術 経 営

委員会。 

資料３より、６月１４日に新しい

教授選考委員による教授選考委員
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１～２ 術経営委員会議事要旨 

資料３（教授選考委員

会審議結果報告書） 

委員会。 

資料３は 

教 授 選 考

委員会 

教授選考委員による教授選考委員

会を開催し、全会一致で、３月１

１日の国際協力学専攻基幹専攻会

議決定（甲２５参照）を承認した

こと。 

選考委員会の上記承認とこれを多

数決で承認した系会議の結果が当

日の学術経営委員会会議に報告さ

れ、全会一致で承認されたこと。 

３２の 

１～２ 

新領域創成科学研究科

教員選考内規 

写 2007.4. 
26 

1999.4.7 

新 領 域 創

成 科 学 研

究 科 教 授

会 

新領域創成科学研究科の基幹講座

に所属する教員（教授、准教授及

び専任講師）の選考方法について

の規則（専攻時代〔甲３２の１〕

と大講座時代〔甲３２の２〕の各

内規）。 

３ ２

の ２

は 準

備中 

３３の

１～２ 

環境学研究系の組織及

び運営に関する内規 

写 2007.2.7 
2000.10.

25 

学 術 経 営

委員会 

環境学研究系の組織及び運営につ

いての規則（専攻時代〔甲３３の

１〕と大講座時代〔甲３３の２〕

の各内規）。 

３ ３

の １

は 準

備中 

３４ 履歴書 写 2008.12.
(入手時

期) 

当 該 履 歴

の本人 

履歴書の法学研究者が２００８年

１２月～２００９年１１月の間、

国際政策協調学の教授候補者だっ

たこと。 

 

３５ 同上 写 同上 同上 同上  

３６    同上 写 同上 同上 同上  

３７ 判決（事件番号平成24

年(ワ)第4734号） 

写 2014.10.
14 

東 京 地 方

裁判所 

関連訴訟の一審判決。  

３８ 判決（事件番号平成26

年(ネ)第5763号） 

写 2015.2. 
19 

東 京 高 等

裁判所 

関連訴訟の二審判決。  

 


